
別表第2（第21条関係）　保存期間満了時の措置の設定基準
1　基本的考え方

法第１条の目的において、「国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国民が主体的に利用し得るものであること」及び「国及び独立行政法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにすること」とされ、法第４条において、経緯も含めた意思決定に至る過程及び事務・事業の実績を合理的に跡付け、検証することができるよう文書を作成しなければならない旨が規定されており、以下の(1)～(4)のいずれかに該当する文書は、「歴史資料として重要な公文書その他の文書」に当たり、保存期間満了後には国立公文書館等に移管するものとする。

(1)法人の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関する重要な情報が記録された文書

(2)国民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書

(3)国民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された文書　

(4)国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書

2　具体的な移管・廃棄の判断指針

　１の基本的考え方に基づいて、個別の法人文書ファイル等の保存期間満了時の措置（移管・廃棄）の判断については、以下の(1)～(2)に沿って行う。

　(1)別表第１に掲げられた業務に係る法人文書ファイル等の保存期間満了時の措置については、次の表（用語の意義は、別表第1の用語の意義による。）の右欄のとおりとする。

	事項
	業務の区分
	保存期間満了時の措置

	独立行政法人日本スポーツ振興センターの組織の運営管理に関する決定及びその経緯

	1
	設立又は改廃及びその経緯
	組織の存立に関する重要な経緯
	移管

	2
	法令の規定に基づく主務大臣の認可、承認の求め、届出等及びその経緯
	独立行政法人通則法、独立行政法人日本スポーツ振興センター法その他の法令の規定による主務大臣の認可、承認の求め、届出等に関する立案の検討その他の経緯
	廃棄

	3
	規程の制定又は改廃及びその経緯
	立案の検討
	廃棄

	4
	業務運営の方針・計画等の審議及び決定又は了解（他の項に掲げるもの除く。）
	業務運営の方針・計画等の審議及び決定又は了解に関する立案の検討その他重要な経緯
	廃棄


	独立行政法人日本スポーツ振興センターの役職員の人事に関する決定又はその経緯

	5
	役職員の人事に関する事項（1の項から4の項までに掲げるものを除く。）
	(1)役職員の任免等に関する業務
	廃棄

	
	
	(2)給与等に関する業務
	

	
	
	(3)服務に関する業務
	

	
	
	(4)職員の研修等に関する業務
	

	
	
	(5)人事評価に関する業務
	

	
	
	(6)福利厚生等に関する業務
	

	
	
	(7)その他人事、労務等に関する業務
	

	独立行政法人日本スポーツ振興センターにおける経理、検査、財産管理その他業務管理に関する事項

	6
	経理、検査その他業務管理に関する事項（2の項に掲げるものを除く。）
	(1)組織の経理に関する業務
	廃棄

	
	
	(2)資金の運用に関する文書
	

	
	
	(3)契約の事務に関する文書
	

	
	
	(4)会計検査に関する経緯
	

	
	
	(5)会計監査人に関する業務
	

	
	
	(6)監事監査に関する業務
	

	
	
	(7)監査室監査に関する業務
	

	7
	組織の資産・財産等の管理に関する事項
	(1)固定資産及び物品の管理に関する業務（(3)に掲げるものを除く。）
	廃棄

	
	
	(2)不動産登記に関する業務
	

	
	
	(3)知的財産の取得、管理及び処分に関する業務
	

	
	
	(4)登記に係る事務的な手続きに関する業務（設立又は改廃及びその経緯に関する事項を除く。）
	

	広報活動に関する事項

	8
	広報活動に関する事項
	広報活動に関する業務
	廃棄

	事業等の運営管理及びその経緯等に関する事項

	9
	事業等の立案、実施等に関する事項

	(1)事業等の立案、実施等に関するもの
	廃棄

	
	
	(2)事業等の実施等に関する委員会等に関するもの
	

	個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

	10
	個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯
	(1)異議申立てに関する会議等における検討その他の重要な経緯
	廃棄

	
	
	(2)独立行政法人日本スポーツ振興センターを当事者とする訴訟の提起その他の訴訟に関する重要な経緯
	

	
	
	(3)情報公開法又は個人情報保護法に基づく開示請求等に関する業務
	

	
	
	(4) 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)を準用する助成金等の交付に関する重要な経緯
	以下について移管(それ以外は廃棄。)
・補助金の交付の要件に関する文書

	独立行政法人日本スポーツ振興センターが主催、共催又は後援する事業に関する事項

	11
	センターが主催又は共催する行事等に関する事項
	(1)センターが主催又は共催する行事等
	廃棄

	
	
	(2)センターが後援する行事等
	

	その他の事項　

	12
	文書の管理等に関する事項
	文書の管理等
	廃棄

	13
	センター内外との連絡調整、情報共有、意思決定等に関する事項
	センター内外との連絡調整、情報共有、意思決定等に関する事項
	廃棄


注

ア　「移管」とされている文書が含まれている法人文書ファイル等はすべて移管することとする。

イ　｢廃棄｣とされているものであっても、１の基本的考え方に照らして、国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく、その教訓が将来に活かされるようなものについては、移管が必要となる。
（災害及び事故事件への対処）


阪神・淡路大震災関連、病原性大腸菌Ｏ１５７対策、東日本大震災関連、新型コロナウイルス感染症関連等
（国際的枠組みの創設）

サッカーワールドカップ日韓共催、2020年東京オリンピック・パラリンピック等
ウ　移管については、当該業務を主管する課等の文書管理者において行うものとする。

(2)上記に記載のない業務に関しては、１の基本的考え方に照らして、文書管理者において個別に判断するものとする。


